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甫

ボルトキエヴイツチの生産価格表式そのものは，現実の諸関係を合理的lと反

映している，と私は考える。我々は，乙の表式によって，生産価格の関係をよ

り明確に理解するととができる。乙の点を明らかにしたいと思って，私は，

「生産価格と価値」と題して，次のような5つの篤から成る草稿を準備してい

る。ここにのせるものはその序論にあたっている。

(1）生産価格表式について (2）利潤率均等化法則と再生産の法則 (3）価価法則

について (4）「生産価格」の貨幣形態 (5）三部門分割の場合。

（注）との表式は，次の論文で示されている。 Ladislaus von Bartkiewicz, Zur 
Berichtigung der grundlegenden theoretischen Konstruktion von Marx 

im dritten Band des ”KapitalぺJahrbiicher fiir N ational6konomie und 
Statistik, Bd.34, 1907. 

乙の論文では，ボルトキエヴイツチの表式の紹介からではなく，彼の表式を

実際l乙使用する乙とによって，諸過程を考察する乙とからはじめたい。その場

合，諸過程をもっとも単純で基本的な形態において考察するためには，社会的

生産を基本的な二大部門に分割せねばならない乙とは明らかである。したがっ

て， （おもに第2篇以下で考察する）ボルトキエヴイツチをめぐる論争も，彼

の三部門分割による表式そのものではなく，二部門分割による表式に基く論争

という形lζ還元して取扱っている乙とを断っておきたい。とれは，論争の本質

にはかかわらないのである。社会的生産を二部門ではなく三部門に分割するこ

とから固有に生ずる問題は，その後で論ずる（第5篇）。

なおマルクスによって明示された平均利潤率の概念そのものは，もちろん以

下では前提となっている。



- 2 ー 生産価格表式について

社会の総生産物が，次のような価値の配分において再生産されているものと

する。

価値表式

I) C1十 V1十m1二 W1

lI) C 2十 v2+m2=W2

ここでは単沌再生産が問題であるから， I( v1十m1）ニ 1fC 2である。総

資本は一年間に一回転し，その内の不変資本価値ばIc1およびEC2で示され

るものとする。すなわち， f/J:l定資本の問題は捨象する。 （以上は，ボルトキエ

ヴイツチの仮定と同一で‘ある。〉

一定の価値を含む諸生産物は，それぞれが生産された部門における資本の有

機的構成が異なるのに応じて異なった生産価格をもっ。価値としては等しい

( 1 : 1である）生産物工（生産手段）と生産物II（消費手段）とが，生産価

格としては x:yの比率にあるものとしよう。 したがって，価値としてほW1

: Wzである両生産物が，生産価格としては W1X;W2Yの比率にあるものと

しよう。

さし当り問題なのはこの比率w1x:W2Yだけであり，価格そのものは未だ

問題ではないのであるが，詰生序物の現実の交換に帰着するような取引を考察

する場合には，便宜上，諸生産物の価格そのものがW1X, W2Yであると仮定

しでも，なんら先支えない。この場合，諸係数X, yの絶対値をどのようにと

ろうとも，当面の考察の諸結果lζ影響をおよぼすものはそれらの相対値（相互

（注）
比率）だけである c

（注）諸係数x, yの意l恥したがって仰格そのものについては後で論じられるが，諮

係数x, yが単なる無名数ではないことは，注意しておかねばならない。 x, yが無

名数であれば，ある価値量にxまたはYを乗じたものは同質の価値重であって，異質の

価格量にはならない。諸係数x, yの名称（質）は，価格／価値（価値1単位当りの価

格）である。そして， W1は生産手段の価値であり， W1Xは同じ物｛生産手段）の価格

である。

だが吉村達次民1r.よればそうではない。氏によれば，生産手段 W1Xは，生産手段が
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「x傍だけ価格騰貴した」 （「いわゆる『転形問題」の逆説」「経済論叢』 83巻6号，
25頁。力点は引用者）結果なのであるから， 「価格騰貴」する以前には価格 W1が脊在
したのである。但し我々はζの前提を， 「価格騰貴」した時に初めて知った。乙れはボ
ルトキエヴイツチ（およびスウイ｛ジー）の前提とは異なる吉村民独得の前提である。
ボルトキエヴイツヂとは異なった前提を立てて彼を批判するとしたら，それは不合理で
あろう（ζのととは，続篇（第2篇〉で取上げる）。

生産手段と消費手段とが一面ではa:bであると同時に他面では a’： b’であるとし
たら，乙の異なった二つの量的比率a:bとa’： b’とは，諸生産物が共通に持つ二つ
の諸側面から見られた諸生産物の関係である乙と，すなわち， a:bとa’： b’とは，
それぞれ異なった関係を示しているという単純な乙とは，今後共に忘れてはならない。

と乙ろで，生産価格の体系l乙適合した労働力の価格は，消費手段の生産価格

によって決定される。ある労働力の価値は，乙の労働力を維持するために消費

されねばならなかった生産物（消費手段）の価値と同一であったように， ζ の
（注）

労働力の「生産価格」は，乙の生産物の生産価格と同一である。したがって，

価値vに相当する大きさの労働力は，他の諸生産物の生産価格に対して， vy 

の「生産価格」をもって現われる。

（注）労働力は，個別的資本の生産物としては現われない。したがって，労働力の「生
産価格」という概念は矛盾しているように見える。しかし， ζの矛盾は，労働力が労働
の生産物ではないのに商品であるという矛盾の展開された形態である。

したがって，価値cの生産手段の価格はcx，価値vの労働力の価格はvy 

である。資本家は，価格cx+v yを表わす貨幣を支出するととによっての

み，価値cの生産手段と価値のvの労働力とを手に入れて， c+v+m=wと

いう価値をもっ生産物の生産を始めることができる。したがって，不変資本価

値 cと可変資本価値vとから成る価値c+vの資本は， cx+v yという価格

として現われる。乙の資本価格cx+v yの内，生産過程において生産子段の

形態をとる部分cxと，労働力の形態をとる部分vyとを，便宜上，それぞれ
（注）

不変資本価格，可変資本価格と呼ぶことにする。

（注）乙のような呼び方がどのような意味をもつかは，後で明らかになる。

さて．部門工の資本はc1x+v1yという価格，部門Eの資本は C2X+V2Y

t：いう価格として現われている。そして，両部門の生産物の価格WtX, W2Y 

は，乙れらの資本l乙対して同ーの比率（ p）をなす利潤 p(C1X十 Vty), 
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p(c2x+v2y）を含んでいる。すなわち，

価格表式

C 1 X + V 1 y + p( C 1 X + V 1 y }= W 1玄

C2X十 V2Y」「p(C 2X + Vz Y〕＝W2Y

I) 

Il) 

乙の場合， 7とpとは，それぞれ，諸資本の有機的構成（吉＝ f 1，三＝ f 2) 

と剰余価値率（宅＝宅＝ r) とによって，一義的lζ決定される。乙の函数

次のようにしPデ g( f 1. f 2, r）は，上掲式から，式f= f ( f 1, f 2, r ), 

て導き出される。
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(1）÷c1 ,(l+p) (x+f1y)=g1x 

(2）ー C2l(l+p〕（x+f2y)=g2Y
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g1竺（主＋ f2)=g2（豆＋ fi) 
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・・・・（b)

一（c)

（注 1)

x_g2-f2g1十、／( g 2 -f 2 g 1) 2 + 4 f 1 g 1 g 2 

Y 2 g1 

（・：主＞O)
y 

g1（引～f2g1-g2〕f-f1g2=0
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(a）から
g主－ g2 

1十 p＝一一ーと一一一一
f 1-f 2 

・( d) 

こオLIこ（ c）を代入すれば
（注2)

1斗 p」 i_g_g1十 g2ー＼（足旦二i_g_豆且三土_±__!j,_皇王互主・ H ・H ・・・（e) 
2 Cf 2 -f 1) 

=f zg1十 g_2二半＿（＿gγ年旦1)2 i: 4 f 1 g 1. g 2 1 . ( f ) 
2(f2 f1) 

（注 1）ボルトキエヴイツチには，乙の函数関係が明らかではなかった。そのことが，

諮:m係に対する彼の理解をやや混乱させたのである。 （乙の問題は，この論文の続篇

（第4篇〉で取扱う。）

（在2)V gl. L.v. Bartkiewicz, Op. cit., S. 322.但し，ボルトキエヴイツチは，価

格表式そのもののほかに， Y=l （三部門分割のlまあい。彼自身は，三部門分割におい

て， Z=lとして示しているの）という前提を設けて，との式（e：を算出している。しか

し， I二で明らかなように，式e）ほ， Yの値（絶対値）にはかかわりなし価格表式その

ものだけから導き出されるのである。

諸資本の有機的構成の相対的高低関係は，比例附；が 1より大きいかまた

は小さいか（すなわち，両部ドljの生産物が価値から見るとどちらに「千：JfiJなJ

WrJ合で交換されるか）を決定するじ

(d〕から :le_= (f 1 f 20 l十山 g2
y g1 

( f 1 -f 2) ( 1 ートP)+ g__1_ : Cf 2 f 1lli :+ r) 
g1 

X _ 1 ( f 1 - f g) ( f p) 
y g1 

乙乙で， r ρ＞ O，すなわち r＞ρとする場合

f f 1 1 X 
' 1 叫すい f 1 ＜.～ f 2ならばごYく 1

f1-f2=0 I/ 1 二 1 I/ = l 
f 1 f 2 Y 

( f 1 f 2くこ O I/ ← l > I _ II X>  1 
f 1 f 2 Y 

-'・ 1 l また， r-pニ O，すなわち r=pであるの（内一一二ー の一特殊例をな
f 1 f 2 
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この助合には当然7ニ 1と考えねばならなCzニ Oの場合であり，す C1= 0, 

したがっ
1 1 

これは上で示された場合の こー からの結呆と一致する。
t 1 r 2 

rとρとの相互関係lこはかかわりなく

し、が，

（但し r孟ρ〕，て，上で示された関係は，

一般に妥当するものと与えてよいc

2 

価根表式でjjミされたような価栴形態がどのように再生産されるか，すなわ

ち，社会的稔生産物が価終的補填と素材的補填とをどのようにして行うか，そ

してこの補塩が価値的補混と素材的補血とをどのようのように媒介している

ということが問題である。

そこで，表式に与えられたような価格の配分に基いてそれぞれの部門の生産
（注）

物の価値W1, Wzを分割してみれば，次のようになる。

生産物価値の分割

か，

v1 Y m1x十（x Y) V1 

一一十〔 V1一三~Vi〕＋〔m1十こすと V「 W1

C1X 

〔C1〕

mz Yー（x-y)c2

+ Cm2－豆二豆一 C2〕＝ W2
y 

VzY 

( V 2J 
＼
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M
Fν vd一二
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X

2

 

の

白

円

レ
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「
L

I) 

（ρ（c1x+v1Y)=w1xー（c1x+v1Y)=m山 （x-Y)V1 

p (c2x+v2Y)=W2Yー（c2x+v2Y)=m2Yー（x-y)c2

{V1.¥'=V1Xー（x-Y)v1

c2x=c2y+(x-Y)c2 

］［〕

（注）

Cm1〕の三部その~i）広に基いて（ C 1〕，〔V1J,割引II]Iの坐産物価値 W1Ll:, 

c 1 x : v 1 y : {m1 x + ( x y) v 1｝という無概分lこ分割lされるのではなく，

念的な比率によって，〔C1;, の三部分〔V1 Eニヱ V1：，〔m1十王二_y_V 1〕
X X 

。“
Fν vd 二

y

X
 

9
M
 

F
L
 

同様に，lこ分i刊される。また，部l11JIlの生産物価値W2も，

という三部分への，無断念［内な分割をうけている。

部門Iの不支資本；価格 C1Xは，価値C1の生産物によっ

(v2〕，（m2一号工C2J 

都門［の不変資本



生産価格表式について 一7 〕

て補損される。乙の生産物は，生産手段であり，不変資本価格 C1Xが生産過

程l乙入る時と同ーの現物形態をとっている。他国から言えば，価格 c1xを補

；填する生産物は，同時に， （生産的）不変資本を価値的素材的lζ補填する。し

たがって，乙の生産物は部門Ilこ留まる。

部門Iの可変資本部門Iの可変資本価格 V1yを補填する生産物の価値は

V1ではなく v1一三_yV1である。すなわち，部門工の可変資本価格 Vげ

は，価値V1の労働力と価値V1 ＿..！＿ニヱ V1の生産物という継起的諸形態lとお
X 

いて現われる。また，乙の生産物は， （部門Iの）労働者によって直接に消費

されうる現物形態ではないので，同じ価格 V1Yの消費手段と交換されなけれ

ばならない。したがって，価格 V1Yを補填する生産物自体は，部門工の（生

産的）可変資本を価値的lとも素材的にも補j員ーしない。
（注）

｛也由．から言えば，可変資本価値 V1の経過する素材的諸形態である，労働力

とその価値を補填する生産物部分とは，互いに V1y: V1Xの比をなす異なっ

た諸価格をもって現われる。

（注） 「…価値は，自己がそれにおいて保序されると同時に増殖され大きくなると乙ろ

の種々 の形態，種々 の運動を通過する。」 （「資本論」第2巻，向坂訳，（5),163頁）

もし，資本Iの有機的構成が資本Eの有機的構成よりも高いためにx>yで

あれば， v1x>v1yである。可変資本価格 V1Yは，可変資本の形態にある

労働力の価値 V1を補填する生産物の一部分にすぎない価値V＿..！＿二ZV1 の
X 

生産物によって補損される。労働力の価値 V1を檎損する生産物がその一部分

をもって可変資本価格Vげを補j麗した残りである，価値主主 V1の生産物

は，部門Iの資本価格のどの部門をも補填しないのであるから，剰余価値 m1

を荷う生産物と共に，資本工に対する利潤を実現する部分となる。

また，資本工の有機的構成が資本Eの有機的構成よりも低いためにXく yで

あれば， V1Xく V1Yである。労働）Jの価値 V1を補填する生産物部分は，労

働力の価格v1yの一部分V1Xだけしか補損しえない。価格V1Yの内の V1X

を超過する部分 V1y V1Xは，｝JIJの生産物部分によって補填されねばなら
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ない。いま残っているのは，剰余価値 m1を荷う生産物部分であるから，価格

v1y-v1xは，乙の生産物の一部分である価値ヱ二主 V1の生産物部分によ
X 

って補填されねばならない。乙の場合には，剰余価値 m1を荷う生産物の他の

ー岳会にすぎない，価値m1-L二豆 V1の生産物部分だけが，資本Iの利潤を
X 

実現すべき部分となる。

部門Iの利潤 ζのように，資本工に対する利潤m1玄十（x-y)v1を実現

する生産物の価値は，部門Iで生産された剰余価値m1と同一ではなく， m1+
y - " （注）三...Lv1である。それは，部門工の可変資本価格Vげを補填する生産物の価

値が，可変資本価値V1と同一ではなく， v1－.！..ニヱV1であるととの結果であ
X 

るo 乙うして，価値生産物 v1+m1は，〔V1一三_1:V1〕と〔m1＋ミヱV1〕

との両部分lと分割されるが，それは‘価格（v1+m1)xがV1Yとm1x十V1X

-v1yとの両部分に分割されていることによる。すなわち，

〔V1一三工V1〕：〔m1＋三x_V1〕＝ v1y:(m1x+v1x-v1y) 

（注）次に引用するる謝猷氏の数式は，乙の価値m1＋主主v1=v1+m1-fv1

の非合理的な表現だと考えられる。吉村民は言われる。 「可変資本については価値附加

分は v+sであるが，その中賃銀支払分は V1Yであるから，剰余価値は S1(1 + 

h子~）となる。」 （同前，時6号， 25頁）

I ",-v噌 y¥すなわち，吉村氏によれば、剰余価値は S1ではなくてS1(1 ＋~1ー）＝ S1+

V1ーV1Yであるが，乙れは多分，新たに生産された価値V1+S1から労働力の価格

V1Yを引いて得られたものだと思われる。これは吉村氏にだけ特有の「剰余価値」で

はないだろうか。それは，吉村氏が価格と価値とを混同されながらも，利潤と区別され
た剰余価値を示そうと考えられた結果ひきだされたものであろう。

この利潤を実現すべき生産物部分は資本家lとよって消費されうる現物形態に

はないので，乙の部分も部門Eの生産物と交換されなければならない。

したがって，部門Iから交換に出されねばならない総ての生産物の価値は

v1+m1であるが，乙の価値は，前述のように， V1とm1との二部分lとではな

く，〔v1 E二工v1）と〔m1十豆ニヱ V1〕との二部分lζ分割されているので
X 
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ある。

部門Eの可変資本 部門Eの可変資本価格 V1Yは，可変資本価値 V2を補填

するものと向ーの生産物によって補填される。この生産物は， （部門Eの）労

働者によって直接に消費されうる現物形態をなす。したがって，可変資本価格

V2Yを補填する生産物は，価値的にも素材的にも，価値 V2の労働者の再生産

にとって適当である。だからこの生産物部分は，両部門間の流通には入らな

い。資本家Eは労働者Eから価格 V2Yの労働力を買い，次l乙，労働者Eは資

本家Eから価格 V2Yの消費手段を買う。貨幣は出発点に環流するのであるか

ら，乙の取引は結局，価値 V2の生産物と価値 V2の労働力とが部門Eの内部で

交換されることに帰着する。資本家Eは，今では，価値 V2の生産物の代りに

価値 V2の労働力を持っている。

部門Eの不変資本 部門Eの不変資本価格 C2Xを補填する生産物の価値は

C2ではなく C2十三二_yC 2である。すなわち，資本（価格） C2X+V2Y のy 

一部である価格C2X比価値C2の暗殺と価値 C2＋与ヱ C2 の生産物

（消費手段）という継起的諸形態において現われる。また，乙の生産物は消費

子段であるから，不変資本価格 C2Xが生産過程に入る時の現物形態とは異な

る。したがって，価格 C2Xを補填する生産物自体は，部門Eの不変資本を価

値的にも素材的にも補填しない。

他面から言えば，不変資本価値 C2の経過する素材的諸形態、である，生産子

段とその価値を補填する生産物部分とは，互いに C2X: C2Yの比をなす異な

った諸価格をもつものとして現われる。

先ず，資本Iの有機的構成が資本Eの有機的構成よりも高いために x>yで

あれば， C2X>C2Yである。不変資本の形態にある生産手段の価値 C2を補

填する生産物部分は，生産子段の価格 C2Xの一部分 C2Yだけしか補填しえな

い。価格 C2Xの内の C2Yを超過する部分 C2X一C2Yは，日ljの生産物部分，

したがって，いま残っている剰余価値 m2を荷う生産物の一部分である，価値
V-V  （注）うよC2 の生産物部分，によって補填されねばならない。この場合同，剰

余価値m2を荷う生産物の他の一部分にすぎない，価値m2－勺ヱC2 の生産
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物部分だけが，資本Eの利j閏を実現すべきものとなる。

（注）吉村氏が言われる「使用価値震の超過分C2~- CzY」 （同前， 26頁）とは，こ
y 

の品岳C2手－ C2の非合理的な表現であるよう崎える。これも3 吉1括特有の「剰余

価値Jが導き出されたのと同様の仕方で，不変資本の形態における生産手段の価格 C2X

' ' X 
を補填する生産物の価値C2 から，乙の生産手段の（移転された）価値C2ではなく，

y 

価値Czを体現する生産物の価格c2 Yを引くことによって得られたものであろう。

' ' X 
吉村民はs この価値の超過分C2一一 C2は， !I[…部門のSまたはV部分から差引か

y 

れねばならないであろう」 （同上頁）と言われるが， r S部分 lのみから差cJIかれるの

であることは明らかである。 「とすれば」と吉村氏は言われる， 「者修財の各部門での

配分がj価値表式「の場合の比例から見てアンバランスになりはしないであろうか。 J

（同上頁）。まさにそのとおりであることが，以下で明らかとなる。

i南部門の取引に煤介されて素材的転態をせねばならない価値は，部門Eでは

不変資本価値C2だけである。部門Eの剰余価値m2は，直接に消費されうる別

物形態において生産された。したがって，部門Eの剰余価値 m2の求める系材

的形態は，剰余価値 m2を荷う生産物が部門内l乙留まったままで実現される。

剰余価値m1が素材的転態をするとしても，それは剰余価値m2を荷う生産物が

部門内部で流通することによって媒介されるのであって，部門間を流通するこ

とによって媒介されるのではない。以上のことは，マルクスによってなされた

周知の分析（「資本論』 2巻3篇20主主）が示すことである。だが，ここでは，

部門Eの不変資本価格 Cz支を補損するものとして，部門Iの生産物（生産手

段）と交換されねばならない生産物の価値は，不変資本価値 C2を超過してい

て，その超過分は部門Eの剰余価値の一部分を控除したものに相当することが

示されている。

次lと，資本Iの有機的構成が資本Eの有機的構成よりも低い場合lζ移ろう。

この羽合には， Xく y，したがって c2 Xく C2Yである。不変資本価格 C2X

は，不変資本の形態にある生産手段の価値 Czを補填する生産物の一部分にす

ぎない価値Cz-yi~－ Czの生産物によって補坦される o 生産手段の品色 C2

を補填する生産物が，不変資本価格 C2 Xを補填した残りの部分である価値
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号＿＿！＿ C 2 の生産物は，部門Eの資本価格のどの部分をも補填しないのである

から，剰余価値 m2を荷う生産物と共に，資本El乙対する利潤を実現する部分

となる。

この場合には，部門Eの不変資本価格 C2Xを補填するものとして部門Iと

の取引に入る生産物は不変資本価値 Czを補填する生産物の一部分にすぎない

のであって，後者の他の部分は部門El乙留まる乙とが示されている。

部↑113:a:の利潤 資本Eに対する利潤を実現する生産物は，直接に消費されう

る現物形態をなすので，資本家Eの手元lこ留まる。だがこの生産物の価値は，

前lこ述べたように，部門Eで生産された剰余価値 m2と同一ではなく， m2-

EニヱCzである。それは，部門Eの不変資本価格 CzXを補填する生産物の価
y 

値が，不変資本価値 Czと同一ではなく， C2十三ニヱ Cz であることの結果で
y 

ある。

こうして，部！－＇う JIの不変資本価値 Czと剰余価値m2とを合わせたもの Cz十

m2が，〔 Cz十三ニヱ Cz〕と〔m2－豆ニヱCz〕との両部分に分割されるが，そ
y y 

れは，価格（ C 2十 m2)yが， CzXとC2 Y + ffi2 Y - C 2 X との阿部分に分訓さ

れている乙とによる。すなわち，

〔Cz十与ヱ C2）：〔m2－与ヱC2）ニ C2 Y : ( C 2 Y + m2  Y一CzX)

まとめ 以上の分析の諸結果を概括しよう。

(1) 部門Iの不変資本価格 c1xは不変資本価値 C1が補填されるものと同ー

の生産部分によって，部門Eの可変資本価格V2Yは可変資本価値 V2が補填さ

れるものと同ーの生産物部分によって，それぞれ補填される。他の価格諸要京

は，そうではない。

(2) これらの価格諸要素 C1X, V2Yをそれぞれ補填する諸生産物部分と，

さらに，部pgJIの利潤 p(CzX十 Vzy）を実現する生産物部分とは，他部門の

生産物と交換されることなしそれが生産された部門内で，そのJj;~物形態のま

まで生産的または個人的に消費されうる。しかし，前の二者と違って，部門E

の利潤 ρ（CzX十 V2Y）を実現する生産物部分の価値は，剰余価値 m2と同一
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ではなく，
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m2一主ニヱ C2である。
y 

(3) 素材的「形態」を変換せねばならない価格諸要素は，部門Iの可変資本

価格V1Yと利潤p(C 1玄十 v1y），部門Eの不変価格C2Xである。

部門工からは，価格 v1y+p(c1x+v1y）に相当する生産物が，部門間

の流通に入り，その価値は v1+m1である。だが乙の価値V1十m1は， V1と

m1と！こ分割されているのではなく， 〔 V1 －.！＿~Y'.-v此 ~m1十三Xv此

l乙分割されている。しかも，前者を代表する生産物は，必ず価値 V1の消費手

段と交換されねばならない。

部門Eでは，不変資本価値 C2が，両部門間の取引に媒介されて，素材的転

態をせねlまならない。だが，不変資本価格C2Xを補底するものとして部門間の

流通に入る生産物の価値比不変資本価値C2と同一で［がよく， C2十主ずC2

である乙とが示された。乙の価値は，不変資本価値 C2よりも多いか又は少な

い。多い場合には，不変資本価値C2を超過する分は剰余価値m2の一部分lζ相

当する。しかも剰余価値そのものは転態してはならない。また，不変資本価値

C2よりも少ない場合でも，不変資本価値C2は転態せねばならない。

3 

さて，部門Iの可変資本価格 V1Yと利潤 ρ（c1x+v1y）との合計 V1y

十 p(C1X---I V1y）と，部門Eの不変資本価格 C2Xとは，中日等しい（但し，

V1十m1=C 2）。

v1y十 ρ（c1x十 V1y)=W1玄ー C1 X = ( V 1 + m1) X = C 2 X 

すなわち， V1y+ p (c 1x + V1y)= C2X 

したがって，乙れらの諸価格は，それぞれの素材的諸形態を互いに交換しう

る。すなわち，乙れらの諸価格を荷う生産物が交換される。乙の，両部門から

交換に出される生産物の価値を角枠で示せば，次のようになる。
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交換に出される生産物の価値〔 1・1 

V1Y +p(C1X十 V1Y) 

I) c1 + I三仁三二一 I 

CzX （注）

rr) I至 C2 I十 V2 ＋〔m2－与をC2〕
I Y I 

（注） fc戸 2＋与l7_C 2 

これらの価値I(v1+m1）と価値rr.!.c2=IT里（v1+m1）とは等しくはな
y y 

く，互いに 1:ご又は y:xの比をなしている O ここでは，等しい価格として

交換される両部門の生産物がそれぞれ持つ価値は異なること，したがって，こ

の取引では，諸生産物の使用価値だけではなくその価値（量）もまた交換され

ることが示されている。

価値I(v1+m1）は， V1y:p(C1X十v1y）の比をなす両部分，すなわ

ち，（v1一二Yv此〔m1＋土_X_V1〕とに分割されていた。それに対応し
X 

て，価値E〔C2十三ニヱ C2〕＝ IT(v1+m1十三ニヱ C2〕を，同様の比
y y 

V1Y：ρ（c1xトV1Y）をなす両部分，すなわち， V1と〔m1十三ず C2〕と

の両部分l乙分割しよう。すなわち，
（注）

v1y: p(c1x十 V1 Y) = V 1 y : {m1 Y + ( X -y) C 2} 

二 V1 ：〔m1 ＋ ~Y-c2〕

（注）なぜならば

ρ（c1x+v1Y)=m1x+ (x-Y) v1=m1y十（x-Y)(v1+m1)

=m1 y + (x -Y) c 2 

そこで，交換に出される両部分の生産物を， それぞれ， 価格 V1y と価格

p(c1x十v1y)=m1 y十（x-y)c2とを荷う両部分に分割した場合，分割

された諸部分の価値を独立した角枠で示せば，次のようになる。
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交換に出される生産物の価値〔2〕

I) c1 

TI) （トI+lm1十ヤC21十 V2 
〆 一、

ナ：、百12一二＝－－－，，＿ C 2J 
y 

さて，両部門聞の取引を，このような二つの部分K分けて考察しよう。

部門Iの可変資本資本家Iは， V1yの価格で，価値V1の労働力を買う。

労働者は， ζれによって情た価格v1yを表わす貨幣で，価値V1の消費手段を

買う。そこで資本家Eは，価値V1（こ相当する消賀子段と引換えに V1Yの価格

を表わす貨幣を受けとり，次に，これをもって v1yの価格分の生産手段を買

うo V1 Yの価格分の生産手段の価値は V1 竺二5_V 1である。資木家Iは，
X 

価値 V1一三Xv1の生産手段を資本家IU乙与え，それと引換えに v1y0)}]'.

＼~持買を受けとる。ここで，この取引の全過程は終り，貨幣は出発点に環流す

る。したがって ζの取引は，両部門の問K，それぞれ V1Yの価格をもっ生産

手段と消費手段とが交換されたことに帰着する。価値の面から見たら，

V1－~云Yv1 の品位をもっ生産手段と V1の品宿をもっ消費手段とがおお

れたわけである。この取引の結果，部門Iの（生産的）可変資本は，価格的素

材的に補損された。そしてこのことは，部門Iの（生接的〕可変資本が，価値

的素材的lと見ても補填されたことを意味する。他方，部門Eの（生産的）不変

資本については，価値V1－＿＿）｛＿二Xv1だけの素材的補墳が行なわれた。
X 

部門Iの利潤両部門には，それぞれ，価格 p ( C 1玄十 v1y) =m1 y+  

(x y)c2 （と相当する生産物がまだ残っている。先ず，資本家Eが，不変資

本価格c2xの内の残額 ffi1Y -I ( X -y) C 2に相当する貨幣をもって，生産千

段を買うものとしよう。この生産手段の価値はm1十三_yV1である c そうす
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ると，部門Iの利潤 ρ（c1x十 V1Y）が貨幣として実現した乙とになる。資本

家Iは，全利潤 ρ（c1x+v1y）を，消費手段に対して支出する。彼は，価格

ρ（c1x十 V1y)=m1y+(x-y)c2を表わす貨幣と引換えに，価値

m1十三ず一 C 2の消費手段を資本家Eから受けとる口かくして貨幣は出発点で

ある資本家Eのもとに環流したのであるから， 乙乙で取引を振返れば，両部門

の問では， それぞれ p(C1X十 V1Y）の価格をもっ生産手段と消費手段とが交

換された乙とになる。価値の面から見たら，価値 m1十至ニヱV1の生産手段
X 

と価値 m1＋与_X_C2の計四手段とが交換されたわけである。すなわち，部

門Iの利潤 ρ（c1x十V1Y）は，価値 m1十竺三Xczの消費手段として実現
y 

した。

部門Iの利潤を実現すべき生産物の価値は，部門Iの剰余価値 m1と同一

ではなく，

産手段は，

m1十三ニヱV1で、あった。さらに，
X 

それとは異なった価値

乙の価値m1十主ニヱ V1の生
X 

（注）
-y _1_ X -y ( X -y）ρ（c1x十 V1Y)

ロ11十一一一一一一 C2＝ロ11十一一一一－ V1十一一一一一一一一一一一一
xy  

の消費手段と交換された。乙れらのことは，両部門の生産物の価格の比率．が，

W1: W2ではなく， w1x:w2yである乙とからの必然的な帰結である。

（注）与豆 C2＝二主v1＋勺豆 C2ー竺豆V1
X 

＝竺二豆v噌＋ (x-Y) ( C 2主三竺cl
X 晶 XY  

＝主二Zvt十（ X - Y) { ( V 1 +m1) X - V 117_} 
x ゐ xy 

＝三二Zv噌十（x-Y)p(c;1.＿主士主;1.__tl
X 晶 XY  

部門Eの不変資本 以上二つの取引で， それぞれ C2Xの価格をもっ生産手

段と消費手段とが両部門の間で交換された。その結果，部門Eの生産的不変資

本は，価格的素材的l乙補填された。価値の面から見たら，以上の取引で，価値

V1十m1=C2の生産手段と価値C2＋三ニヱc2の消費手段とが交換されたの
y 
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であるから，部門Eの生底的不変資本は価値的素材的lこ凡ても補血されたので

ある。

4 

以上の取引で仮定された貨幣の出発点は便宜的なものに過ぎない。貨幣は，

資木家Iと資本家Eとの何れから出発しようと，出発点に環流することは明ら

かであるから，阿部門の問の全取引は，価値V1十m1孟 C2 の生産手段と価値

C2ト主二EC 2 の消貸手段との交換にJ日着する。
y 

したがって，この取引では，両部門は，生夜干段と消費子段という素材的訪

形態（または，使用価値）を交換するだけではなく，価値量 C2と価値量

C 2 + X ----=--Y_ C 2とを交換する。言内山，こ叩iの結果，価値~Yc2
y 

が部門間を（一方的に）移ill)Jするの資木Iの有機的構成が資本Eの有機的構成

よりも高い（したがってx>y）地台！とは，価値主ニZc2が部門Eから部門
y 

Iへ移動する。これは，部jlljIにとっては，生産物価値 W1を超える附加分で

あり，部r11JIT にとっては，すでに明らかなように，剰余価値 m2からの控除分

である。したがって，この価値主ニー工 C2 を代表する生産物が，部門Iの生産
y 

物価値の一部分の転化した形態をなすということはもちろん言えないc これ

は，部門Eの生産物価値そのものの一部分の（転化しなしウ形態である。だが

まだ，部門間を一方的に移動した伺値はこれだけである。部門Iが流通に投じ

た生産手段の価値V1+m1と，部門Eが流通lこ投じたi百貨手段の価値

C2十三二EC2 の一部分である価値 C2とは，部門間を（一方的に）移動した
y 

のではない。これらの詰価値は，互いに等しいのであるから，この取引におい

て，それぞれが生産部面を出た時の素材的諸形態を互いに交換し合っただけな

のである。したがってこの取引の結果，部門Iの可変資木価値 V 1と剰余価値

m 1，及び部門Eの不変資本価値 C2の素材的詰転態が行なわれたことになる。

このことは，再生売の重要な一環が実現したことを意味する。
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部門 Iが流通に投じた生産物の価値v1+m1は，全体として消費子段の形態

に転態する。だが，部門Eが流通！こ投じた生産物の価値 C2ートJ竺二)7_C 2 は，
y 

全体として転態するのでなない。その一部分の価値 C2が生産子段lこ形態を変

換し，残りの部分の価値主二一ECzは，本来の形態のままで部門Iに移動するy 

のである。他面から言えば，部門Iが部門Eから得た消費子段全体が部門Iの

生序：物の価値の転化形態であるのではなく，その一部分だけが部門 Iの価値生

花物 V1十 m1の1/i化形態であり，仙の部分は部門Eの剰余価値の一部分そのも

のの（＇fi化しなし，）形態なのである。他万部門JIには， 剰余価値 m2の内，

m2－与_yC2だけが本来的形態（}jrj投手段の形態）において残されている。

部門Eの剰余価値 m2を体現する生産物の一部分が部門間の収引に投じられた

としても，それは剰余価値 m2の形態（転化）そのものには係らないことは，

以上で明らかである。

また，資本Iの有機的構成が資本Eの有機的構成よりも低い（したがって

Xく y）場合には，価値V1十m1の生産手段と価値 C2一号豆 C2 の消費子

段とが両部門の間で交換されることによって，（1) 価値 I(v1+m1）と価値

l[ C 2 とがそれぞれの素材的諸形態を交換し合い，（2) それによって消費手段

の形態に転態した価値 Im1の内，価値ヱ二主 C2／こ等しい一部分が部門Eにy 

移動する（資本家Eの所有に移る）一一この二つのことが媒介される。この価

値ヱ二主 C2 は，資本Eの利潤の形態として資本家Eによって取得される消費y 

手段の価値（m2＋ヱニ至 C2）の一部分をなす。言いかえれば，部門Eの利潤をy 

代表する生産物（消費手段）の一部分は，全取引の粘果においては，部門Iの

剰余価値 m1の一部分（ヱ二主C2）が転化した形態をなす。y 

取引の結果として件られる生産物価値の配分を表式で示せば，次のようにな

る．
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取引の結果として得られる価値の配分

IC 1 ＋同十 III (m1 ＋平出
旧 日I+ IIv2 + II(m2ーヰヱC2) 

（備考）記号I,IIは，諸価値の素材的諸形態が生産された部門を表わす。

各部門の生産的資本は，価値的素材的l乙完全に補填されている。社会で生産

された総剰余価値m1十m2も，消費手段の形態において実現している。以上の

ととは，両部門で生産された生産物の価値が，実現の条件I(v1十m1)=II c 2 

を充足する限りで配分されていた乙との結果である。だが，社会的総剰余価値

m1+m2は，部門Iと部門Eとの聞に，〔m1十ヰヱc2〕：〔m2一号ヱC2〕

の割合で分配されている。したがって，総剰余価値は，それが両部門において

生産された割合m1:m2から見れば，再分配されている。乙のように，生産価

格に基く両部門の取引（生産物の交換）のー側面をなす生産物価値の交換は，

剰余価値の再分配に帰着するのであって，けっして資本価値の再分配，すなわ

ち資本の移動を意味しないのである。

社会で生産された全生産手段の形態で再現している社会の不変資本価格

C 1X + C 2玄は，両部門の聞に c1x:c2x=c1: c2の割合で配分されてい

る。したがって，この全生産手段の形態で再現する社会の不変資本価値

C1十 C2も，同ーの割合C1: C 2に配分される。

社会で生産された消費手段の一定部分（労働者用消費手段）の形態で「再

現」している社会の可変資本価格v1y+v2yは，両部門の聞にv1y:V2Y 

=V1: V2の割合で配分されている。したがって，乙の（労働者用）消費手段

の形態に実現された社会の可変資本価値V1+V2も，同一の割合V1:V2IC:::配

分される。したがってまた，次年度l乙，両部門においてそれぞれ生産される諸

剰余価値も今年度と同一であって，相互l乙rv1: rv2=m1:m2の比をなす

であろう。
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だが，社会で生産された消費手段の他の部分（資本家用消費子段）の形態で

実現する社会の総利潤m1y+m2yは， m1y:m2yニ m1, m2の割合で配

分されているのではなく，両資本（価格）そのものの聞の比率と同ーの割合

{m1 Y + ( X -Y) C 2} ; {m2 Y -( X -y) C 2｝に配分されている。 したがっ

て，乙の価格m1y十m2yの（資本家用）消費子段という形態に実現している

ti：会的総剰余価値m1+m2も，それが両部門で生産された割合m1:m2!C分配

されるのではなく，諸利潤と同一の割合，したがってまた諸資本と同ーの割合

Cm1 ＋~－－~c2〕：〔m2－与し以分配されている。

このように，両資本の利潤が総利潤の中でそれぞれ占める相対的持分は，直

接l乙，消費手段として実現した形態における総剰余価値の中での両資本家の相

対的持分を現わしているのである。したがって，個別的諸資本の利潤の均等性

は，それぞれに分配される剰余価値そのものの均等性を現わしている。

p(C1X十 v1y):p(c2x+v2y) 

=Cm1＋三ニヱ C2）：〔m2一三ニヱ C2〕
y y 

また，（ c1x十 v1y):(c2x十 V2y)

＝〔m1＋ヰヱC2〕：〔m2一号_yC 2〕

以上のように，価値の点から見た生産価格に回有な関係，したがって生産価格

関係の本質は，社会的総剰余価値の・生産とは区別された・分配の関係である。

5 

だが，生産価格の関係が現象しているとしたら，価値の関係は陰蔽されてい

るD したがって，社会的総剰余価値の分配も，そのものとしては（すなわち，

総剰余価値の生産と区別されたものとしては）現われてはいなし1。各部門の生

産物は，最初から（生産された時から），生産価格をもって現われるのである

から，諸資本の利潤は，そのまま諸部門で生産されたものとして現われる。し
（注）

たがって，社会的総剰余価値が（m1十Jm2): (m2 -Jm2）の割合で分配され

た諸部分の転化形態をなす諸消費手段も，単に，同じ割合で諸部門において生
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産された諸利潤の転化形態としてのみ現われる。言いかえれば，生産された諸

剰余価値と区別される分配された諸剰余価値の関係（m1十Llm2): (m2 -Llm2〕

が，生産された諸利潤の関係 p(c1x+v1y):p(c2x+v2y〕という形態

で表示されている。

（注）但し， .dm2＝ヰ豆C2

そのさい，生産の主体として現われているものは，資本より外lとはない。な

ぜなら， ζの利潤（および分配された剰余価値の大きさ〉ば資本の大きさによ

ってのみ決定されているのである。

一定の価格 Knの資本は，どの部門lと投下されれていようとも，言いかえれば

，生産過程において Knの内で労働力の形態をとる価格部分 Vn yが他の部分

C n X k対してどれだけの割合を占めているかということには全くかかわりな

く，自らの大きさ（Kn）のみが決定する利潤額 pKnをもたらしたのである。

主主工によって異なるものは，資本と利潤との関係ι主主 ＝pではなくて，む
n X ・ Kn 

しろ， 「可変」資本と利潤との関係血＝ pf主主十 1）で品なわち，
VnY  '¥VnY ; 

資本 Knの一部である vn yが表示する労働力と利潤額との関係乙そが，部門

によって異なるのである。だから主主工という構成は，なんら意味あるものと
C n X 

しては現われていない。利潤の大きさを決定したものは資本価格Kn

= Cn X十 Vn yの一部分 vn yではなくて全体であり， したがって，本来

的に「可変Jなものとして現われるのは資本 Knそのものであってその一部分
（注2)

Vn yではない。乙乙では，資本そのものと区別された可変資本の概念は成立
（注3)

しない。

（注1）両部門について示せば

I ) p ( C 1 X t V 1 y) = 主tと色ヰ土旦1fl=(l+r）三一1
1Y V1Y Y 

II）~~土~＝~二L王立土日n=r +(1一三）上
2Y V2Y ¥ Ylf2 

（注2）資本内部の構成としては，資本全体の運動（回転）にかかわるような区別，す

なわち回転様式の区別（固定資本と流動資本）に基く構成しか問題とはなりえない根
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拠が，ここにある。

「利潤率そのものが示すものは p むしろ，資本の等しい大いさの諸部分に対する超過

分の一様な関係であって，資本はp 乙の観点からすれば，固定資本と流動資本との区別

のほかには p 一般に何らの内的区別をも示さないのである。」 （「資本論」第3巻，向
坂訳， (8), 111頁）

（注3) 「不変資本と i百変資事との区別は消え去っている。」

生産価格表式について

（同上， 87頁）

どの1l13P日に投ドされるかにした一定の資本額（ Kn ）は，ここには，i’ごが，

それによって決定される他

1十 fn 対泣（ cn 一卜 Vn ニ K ）とが二H二に異なる資本価値X 十 fn Y n ／、

（注）
( ___ _1511 f n Kn ¥ 十一一一一一 vl のぷ片的渚形態に転化し，
X 十 fn Y x十 fn Y / 

内的構成（竺三二 fn ）と（この｜討合には）
' C n ; 

がって，

この）｝店ill］で実1記1に生

z
b
 

k
 

一VM

P
T
A

一FT
A

r
－4
 

一
x

m
 

この価値の内的構成 CL1）がj主される剰余価値

生産された剰余価値 ffinの呉工るにしたがって呉なるという関係，すなわち，

生産過程で労働力の形態をとる可変資本価値 vnによってのみ決定大きさ lま，

その関係されるという関係（mn= r V n）が， -rr後に隠されているのである。

価値および可変資本の概念も消えている σ剰余価値 ffinとは異なった

価値をもっ生産物が，手！Ji回の形態として現われる。

（注） Kn = C n X十VnY=(x+fnY)Cn 

とj＼（乙，

Vn=fnCn= _fn＿一 Kn 
x+fnY 

n
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一vd
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こうして， 「均：等な」利潤の関係においては，物質的な生産における唯一の

主体が労働力である乙とが完全にrttもたされて，資本形態そのものが（社会的総

資本であるか否かにほかかわりなく）生産における主体として現われているの

である。だがこの関係は，資本家達の主制から独立した詐倒的な関係であるか

したがって物的生産力そのもω
であるからこそ，

つてのみ本資的な決定を交けるほかはないものとして－！！－~われている。

乙のように，生産された ，；n剰余価他とは区別される分配された諸剰余価値の

ら，｛）え＇／Jには，資本形態が生産における主体，

それによって「生産」される利潤は，資本山体の大きさによ
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関係（m1+.dm2〕：（m2-.dm2）が，諸資本自体の生産物の関係

p(c1x十 v1y):p (c2x十 V2Y）という形態で現われている。だから，乙

乙では，平均利潤率という概念も成立しない。ここでは，一般的利潤率pは，

諸個別的利潤率が平均されたものとしてではなく，個別的諸資本そのものが一

般的に持つ，利潤を生産する能力の指数として現われている。 したがってま

た，利潤率pが社会的総資本と社会的総利潤との関係＿＿：堕豆一一と同等である
C x十Vy 

のは，利潤率pがもともと，個別的諸資本とそれが生産した諸利潤との関係

W1Xー（c1x+V1Y), W2Y一（c2x十 V2Y）等々なのであるからにすぎな
c1x十 V1Y C2X十 V2Y

（注）
いものとして現われている。

（注）乙の点は，三部門分割において，利潤率pが部門Iと部門Eの諸資本の有機的構

成（fi, f 2）によってのみ決定されるというボルトキエヴイツヂの命題を後で検討す

るさいに重要である。

すでに述べたように，資本価格 Knは，部門によって異なる価値

（い干一~Kn）をもっ諸素材を，生産過程臥る時の形態としている。した
X + f n Y 

，がって，分配された諸剰余価値は，諸資本価格l乙対しては均等な比率にある

が， （生産的）諸資本価値l乙対しては不均等な比率にある。

乙の乙とをもって，利潤率が現実には均等ではないと言うとしたら，その場

合には，資本帥（en十 Vn＝」土L_Kn) が運動の主体として現象して
X + f n y 

1」一千
いることを前提としている 0 t：：.＇が，現実l乙は，価値一一一~－ Kn が循環しつ

X + f n Y 

つ自己を維持する主体として剖われるのではない。むしろ，価格 Knが，価

] -I-干・
値一一一一L Knの生産諸要素と生産物の内の価値

玄＋ f n Y 
（注）

1+ f n 1十 fn十 rfn 
をもっ一部分という，異なった諸価値をも

X + f n Y (1 + f n ) (1 + p ) 

つ諸素材を継起的諸形態として経過しつつ自己を維持し且つ増殖する主体とし

て現われている。資本価格 Knは，実際には，それがどの部門に投下され，し

たがってどのような価値の諸形態にあろうとも，必ず一定の利潤pKnを生み，
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この利潤は，一定の合宿ヱL をもっ消費手段として実現するのである。そし
y 

それを生産した主体として現われているもの乙のような利潤の現実性が，て，

〈価格 kn）の現実性の根拠として現われる。

K1_1_ C + f n Kn V ＋工h主主m=l土L1:_士＿！＿:Li:_Kn 
x+  f n Y X 十 fnY x+fnY X 十 fn Y --注

Kn 1十 fn + r f ×－ = n Kn×一一一
(l+p)Kn X 十 fn Y u 1十p

1十 f 1十 fn十 rfn = n Kn×一一一一一一
X 十 fn Y (1十 fn) (l+p) 

(1960年 12月）




